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公００１ 項　　目　　名 業務委託費
新規
事業

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 R7

事業の概要　会計名

予算書項目 管理運営費等 ページ 341 所　　属　　名

公設地方卸売市場事業費特別会計 【問合せ先】市場開拓係 0857-30-8283

【１１次総の施策体系】2103　●実施計画

【事業の経過及び背景】
　平成17年度まで、市の直営であったが、平成18年度から行財政改革の推進という観点から、
全庁的に指定管理者制度の導入に取り組んだ結果、鳥取市公設地方卸売市場においても指定管
理者制度に移行した。なお、市場事情に精通している現管理者を指名し、指定している。

【事業の目的及び効果】
　鳥取市公設地方卸売市場の運営業務を指定管理者に委託することにより、民間活力の活用に
よる効果的かつ効率的な施設運営を行い、もって市民生活の安定に資する事を目的とする。
　※施設管理業務委託（委託先：協同組合鳥取総合食品卸売市場）

【事業の内容】
　令和３年度から５か年間の指定管理期間が開始されており、コロナ禍・再整備期間において
も、市民生活の安定に資するため、休場等は行わず、安定的な運営を行っている。
　また、再整備事業の進捗に伴い、周辺環境影響調査（事後）を行う。

【事業の実績】
　　　　　　　 （指定管理料）（場内除雪委託）
　令和４年度　 　27,978千円　　　　898千円
　令和５年度　 　29,887千円　　　　268千円
　令和６年度　 　27,426千円　　　1,591千円（見込）

※一般財源は、地方公営企業繰出金の基準営業費用の30％
※その他財源の使用料は、卸売業者取扱高使用料及び卸売業者等土地建物使用料

款 市場費

項 市場管理費

目 市場管理費

前年度当初予算額 28,119 

本年度要求額 50,312 

総務部長段階査定額 50,312 その他財源の内訳

0 

その他 35,219 0 

市長段階査定額 50,312 0 

35,219 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

備　考　欄

一般財源 15,093 諸収入 0 

計 50,312 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 



（単位：千円）
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公００２ 項　　目　　名 施設整備費（重点支援地方交付金）
新規
事業

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 R7

事業の概要　会計名

予算書項目 管理運営費等 ページ 341 所　　属　　名

公設地方卸売市場事業費特別会計 【問合せ先】市場開拓係 0857-30-8283

【１１次総の施策体系】2103

【事業の経過及び背景】
　鳥取市公設地方卸売市場に参画する事業者は、物価・エネルギー価格高騰に直面し、販管費
が増加していることに加え、大口買受人の撤退などによる営業収入へ影響が継続している。さ
らに、再整備事業の進捗に伴い、新施設での営業に際し、自社での設備投資が不可欠な状況に
ある。
　農水省交付金を活用した再整備の推進に加え、国策事業と言える脱炭素化に呼応する、省エ
ネルギー化に資する設備（自己使用のための太陽光発電）の整備経費を支援し、排気ガスによ
る汚染防止と温室効果ガス排出の削減、物価・燃油価格高騰の影響を受け難い業態への転換を
促進し、経営の維持及び安定を図る。

【事業の目的及び効果】
　現在の水産物棟・青果棟は電力を「高圧契約」しており、国推奨メニューにある「特定高圧
契約」ではないが、同様にエネルギーコストの負担増（受電費用は各社）のなか運営してい
る。
　この状況を鑑み、国補正予算メニューに呼応してエネルギー価格高騰に対応する省エネの取
組に対する支援を行う。

【事業の内容】
　想定事業費　：60,000千円
　事業実施主体：協同組合鳥取総合食品卸売市場
　自己資金　　：事業実施主体者による調達
　補助金額　　：20,000千円
　総補助率　　：1/3

款 市場費

項 市場管理費

目 市場管理費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 20,000 

総務部長段階査定額 20,000 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 20,000 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

備　考　欄

一般財源 20,000 諸収入 0 

計 20,000 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 


